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【手続補正書】
【提出日】平成27年2月26日(2015.2.26)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　表示面を有する第１の面と、前記第１の面とは反対側の第２の面と、設置面に接触可能
な第１の支持部とを有する本体と、
　前記本体に取り付けられ、前記設置面に接触可能な第２の支持部を有するスタンド部材
と、
　前記本体を前記設置面に起立させる第１の回転位置と前記本体を前記設置面に横臥させ
る第２の回転位置との間にわたって前記スタンド部材を前記本体に対して回転可能に支持
するヒンジ部と、前記ヒンジ部に設けられ前記第２の回転位置側から前記第１の回転位置
側へ向かう回転力を前記スタンド部材に付与する弾性部材とを有するヒンジユニットと
　を具備する電子機器。
【請求項２】
　請求項１に記載の電子機器であって、
　前記ヒンジユニットは、前記回転力を設定することが可能な調整機構をさらに有し、
　前記調整機構は、前記回転力が、前記第１の支持部を中心とする前記本体の自重による
回転モーメントとつり合う大きさに設定される
　電子機器。
【請求項３】
　請求項２に記載の電子機器であって、
　前記調整機構は、前記回転力を前記本体に対する前記スタンド部材の相対位置を保持で
きる大きさに規制する
　電子機器。
【請求項４】
　請求項３に記載の電子機器であって、
　前記調整機構は、前記第２の回転位置から前記第１の回転位置側への所定角度範囲にお
いて前記回転力に対する規制を解除する
　電子機器。
【請求項５】
　請求項１から４のいずれか１つに記載の電子機器であって、
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　前記弾性部材は、トーションバネを含む
　電子機器。
【請求項６】
　請求項１から５のいずれか１つに記載の電子機器であって、
　前記ヒンジユニットは、前記第２の面に配置される
　電子機器。
【請求項７】
　請求項１から６のいずれか１つに記載の電子機器であって、
　前記ヒンジユニットは、前記本体の高さ方向の中心位置よりも前記第１の支持部側に配
置される
　電子機器。
【請求項８】
　請求項１から７のいずれか１つに記載の電子機器であって、
　前記第２の面は、前記本体の外側に向かって突出する凸面部を有し、
　前記凸面部は、前記スタンド部材が前記第２の回転位置に回転したときに前記設置面に
接触可能な第３の支持部を有する
　電子機器。
【請求項９】
　請求項８に記載の電子機器であって、
　前記スタンド部材は、前記第２の回転位置において前記凸面部の周囲に沿って屈曲した
形状のアーム部を有する
　電子機器。
【請求項１０】
　請求項９に記載の電子機器であって、
　前記凸面部は、前記凸面部の先端中央部に向かって傾斜するテーパ状の周面を有し、
　前記アーム部は、前記周面に対向し前記周面に対応するテーパ状の内周縁部を有する
　電子機器。
【請求項１１】
　請求項１から１０のいずれか１つに記載の電子機器であって、
　前記第１の支持部は、前記本体の一周面部に設けられ、
　前記周面部は、平面状または曲面状の傾斜面で形成される
　電子機器。
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